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自己紹介
• 1983年3月 香川県立高松高校卒業 4月 東京大学文科３類入学

• 1985年4月 教育学部進学 1987年4月 教育学研究科進学

• 1994年3月 教育学研究科博士課程単位取得退学 4月 日本労働研究機構研究員

• 2001年4月 東京大学社会科学研究所助教授

• 2007年4月 教育学研究科准教授 2008年10月 同教授 学位：博士（教育学）

• 【主著（書籍）】

• 『若者と仕事』（東京大学出版会）、『多元化する「能力」と日本社会』（ＮＴＴ出版、第６回大佛次郎論壇賞奨励
賞）、『「家庭教育」の隘路』（勁草書房）、『軋む社会』（河出文庫）、『教育の職業的意義』（ちくま新書）、『学校
の「空気」』（岩波書店）、『社会を結びなおす』（岩波ブックレット）、『もじれる社会』（ちくま新書）、『教育は何を評価
してきたのか』（岩波新書）、『「日本」ってどんな国？』（ちくまプリマ―新書）、『「ニート」って言うな！』（共著、光文社
新書）、『労働再審１ 転換期の労働と〈能力〉』（編著、大月書店）、『大卒就職の社会学』（共編著、東京大学出
版会）『現代社会論』（編著、有斐閣）、『文系大学教育は仕事の役に立つのか』（編著、ナカニシヤ出版）、『文系
大学生は専門分野で何を学ぶのか』（編著、ナカニシヤ出版）、『「東大卒」の研究』（編著、ちくま新書）、『岩波新書
で「戦後」をよむ』（共著、岩波新書）、『危機の中の若者たち 教育とキャリアに関する5年間の追跡調査』（共編著、東
京大学出版会）、『教育社会学のフロンティア 1 学問としての展開と課題』（共編著、岩波書店）、『国家がなぜ家族
に干渉するのか―法案・政策の背後にあるもの』（共編著、青弓社）、『平成史講義』（吉見俊哉編、共著、ちくま新
書）、『日本のオルタナティブ』（共著、岩波書店）、『保育の質を考える』（近藤幹生他編著、共著、明石書店）、『自
助社会を終わらせる』（宮本太郎編、共著、岩波書店）など
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日本国憲法の理念
• 三大原則：国民主権、平和主義、基本的人権の尊重

前文「日本國民は、正當に選擧された國會における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸國民との協和に
よる成果と、わが國全土にわたつて自由のもたらす惠澤を確保し、政府の行爲によつて再び戰爭の慘禍が起ることのないやうにす
ることを決意し、ここに主權が國民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも國政は、國民の嚴肅な信託によるもので
あつて、その權威は國民に由來し、その權力は國民の代表者がこれを行使し、その福利は國民がこれを享受する。これは人類普
遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。

日本國民は、恒久の平和を念願し、人間相互の關係を支配する崇高な理想を深く自覺するのであつて、平和を愛する諸國
民の公正と信義に信賴して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、專制と隷從、壓迫と偏狹を
地上から永遠に除去しようと努めてゐる國際社會において、名譽ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の國民が、ひとし
く恐怖と缺乏から免かれ、平和のうちに生存する權利を有することを確認する。

われらは、いづれの國家も、自國のことのみに專念して他國を無視してはならないのであつて、政治道德の法則は、普遍的なも
のであり、この法則に從ふことは、自國の主權を維持し、他國と對等關係に立たうとする各國の責務であると信ずる。

日本國民は、國家の名譽にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。」

• 第9条「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武
力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。」

• 第11条「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのできな
い永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。」
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• 第13条：「個人の尊厳」（すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民
の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。）

• 第14条：「法の下の平等」（すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は
門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。）

• 第19条：「内面の自由」（思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。）

• 第21条：「表現の自由」（集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。）

• 第23条：「学問の自由」（学問の自由は、これを保障する。）

• 第24条：「婚姻の自由」（婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基
本として、相互の協力により、維持されなければならない。）

• 第25条：「生存権」（すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。）

• 第26条：「教育を受ける権利」（すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育
を受ける権利を有する。）

• 第28条：「団結権」（勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障
する。）
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正社員

非正社員

自営等政府

教育

新規労働力

産業政策 戦後日本型循環モデル
（1960～80年代）

母

家族

賃金

父

教育費・教育意欲子

・新規学卒一括採用
・高い若年労働力需要

・長期安定雇用
・年功賃金

・公的な教育支出の少なさ
・「教育ママ」 5

日本社会の変容



自営等

非正社員

政府

教育

個人
産業政策

戦後日本型循環モデルの
破綻（1990年代以降）

母

新規労働力

中核的
正社員

周辺的正社員

賃金

父

母

子教育費・教育意欲
家族

6

離学後に低賃金で
不安定な仕事に就
かざるを得ない層の
拡大

賃金や労働時間など
の条件が劣悪化

教育費・教育意欲の家庭間
格差の拡大

何の支えもなく孤独
に貧困に耐える個
人の増加

セーフティネットの
切り下げ



現在の日本の
重要課題

• 家族形成の困難化と急速な少子高齢化、人口減少

• 格差や貧困の世代間連鎖、それを媒介し正当化する教育選
抜

• 保育・教育、社会保障制度や労働政策などに関して公的支
出が少なく、不備な点が多い

• 教育や学術への統制の強化

• 急激に増加する子どもの不登校・自殺・いじめ

• 著しいジェンダーギャップ、女性や性的マイノリティへの差別

• 経済の低迷、スキルを活かさない働き方

• 労働運動や社会運動などを通じて声をあげてゆく動きの弱さ

• 総じて「自己責任」を強調し、困窮者や外国人などマイノリティ
に対して差別的な意識が強い

• これらすべての背景にある自民党政治（癒着と腐敗） 7



8

令和６年版高齢社会白書
https://www8.cao.go.jp/kour
ei/whitepaper/w-
2024/html/zenbun/index.html



9https://www.oecd.org/en/data/indicators/poverty-rate.html



10https://www.oecd.org/en/topics/gender-equality.html
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文部科学省「令和５年度児童生徒の問題行
動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調
査結果の概要」2024年10月31日

https://mainichi.jp/articles/202
41220/k00/00m/040/108000c



憲法違反の例
• 第25条「生存権」違反

• 「利用者を「あいつらはくず」 生活保護窓口の闇、役所内からの証言も」2025年4月21日付朝
日新聞記事

「約10年間で生活保護利用者が半減、母子世帯は13分の1に激減した群馬県桐生市。荒木恵
司市長は3月28日、市職員による「申請権の侵害」が大きな要因だったと認め、利用者や相談者に
「耐えがたい苦痛や不利益を与えた」と謝罪した。市長が謝罪したのは、約1年にわたり市生活保護
行政の問題を検証してきた専門家による第三者委員会の報告書を受け取った後のことだ。報告書
は「生活保護法違反」「組織的不正」「規範意識崩壊」などを厳しく指摘した。」

証言例

◆骨折で入院中、CWから「いつまで入院しているんですか」と言われ、治療中だったが退院せざるを
得なかった。

◆保護係の職員による恫喝、罵声は日常茶飯事で、他課職員でさえ聞くに堪えない内容だった。し
かし誰も注意せず、制止しなかった。

◆生活保護利用者について、「ろくでもねぇ」「あいつらはくず」と言ってはばからない職員がいた。
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• 第14条「法の下の平等」、第24条「婚姻の自由」違反

• 「同性婚認めないのは憲法違反 大阪高裁 2審の違憲判決は
5件目」2025年3月25日付NHK記事

「25日の2審の判決で大阪高等裁判所の本多久美子裁判長は
「婚姻は人生における幸福追求のための重要な選択肢で、同性
カップルがこれを享受できないのは、人格的利益を著しく損なう」と
指摘しました。

その上で、同性どうしの結婚を認めていない民法などの規定につい
て「婚姻制度の利用の可否を、性的指向によって不合理に差別す
るものだ」として、法の下の平等を定めた憲法14条1項と、婚姻に
関して個人の尊厳と両性の本質的平等を定めた憲法24条2項に
違反すると判断しました。

さらに判決では「同性カップルについてのみ婚姻と別の制度を設ける
ことは新たな差別を生み出すおそれがあり、不合理な差別を根本
的に解消できない」などと言及し、国に対応を促しました。」
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• 第13条「個人の尊厳」、第14条「法の下の平等」違
反

• 「旧優生保護法は憲法違反 国に賠償命じる判決 最
高裁」2024年7月24日付NHK記事

「旧優生保護法のもとで障害などを理由に不妊手術を強
制された人たちが国に賠償を求めている裁判のうち、仙
台や東京などで起こされた5つの裁判の判決が3日、最
高裁判所大法廷で言い渡されました。

戸倉三郎裁判長は「旧優生保護法の立法目的は当時
の社会状況を考えても正当とはいえない。生殖能力の喪
失という重大な犠牲を求めるもので個人の尊厳と人格の
尊重の精神に著しく反し、憲法13条に違反する」と指摘
しました。

また、障害のある人などに対する差別的な取り扱いで、法
の下の平等を定めた憲法14条にも違反するとして、「旧
優生保護法は憲法違反だ」とする初めての判断を示しま
した。」
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他にも多数（違憲と司法で確定されていないものも含む）
• 性犯罪やハラスメントの横行

• 学校における体罰や「指導死」、不合理な校則の強制

• 選択的夫婦別姓の未実現

• 入管における外国人への虐待

• SNS等における誹謗中傷や脅迫、デマ情報の増加

• 日本学術会議法案における「学問の自由」の侵害

• 大学の高学費を理由とする「教育をうける権利」の侵害

• 国会軽視、閣議決定等による重要事項の一方的決定

• 武器輸出

• 死刑の存続 …等々
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日本の課題

• 世界に誇れる理念を掲げる日本国憲法を日本は有しているにもか
かわらず、その理念は実現されていない。

• 経済成長のみを頼りとして教育・仕事・家族の間の循環が形成され
ていた60～80年代の日本の特異な社会構造は90年代以降に破
綻を迎え、日本国憲法の原理である国民主権、平和主義、基本
的人権の尊重はいっそう毀損されている。

• 堕落した政権党やそこに阿る「ゆ党」の不正と問題点を厳しく批判し、
政治を正し、改めて日本国憲法の理念の実現を目指してゆくべき。
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